
広川町新庁舎建設基本計画策定業務仕様書 

 

Ⅰ 業務の概要 

１．業務名称   

広川町新庁舎建設基本計画策定業務委託 

 

２．業務の目的  

    広川町（以下「発注者」という。）の本庁舎及び西庁舎（旧中央公民館）は、新築

後４０年以上を経過し、施設の老朽化が進み耐震性が低いこと、バリアフリーへの

対応、プライバシーの確保、住民・職員の利便性など多くの課題を抱えており、特

に、災害時の行政機能維持については最重要課題となっている。これらの課題を解

決し、町民の安全・安心、利便性の向上を図りつつ、広川町公共施設等総合管理計

画の理念に沿った新庁舎の建設に向けて、広川新庁舎建設基本計画を策定すること

を目的とする 

 

３．施設概要 

    福岡県八女郡広川町大字新代 1804 番地 1 外 

本庁舎、西庁舎（旧中央公民館）、車庫棟、書庫兼倉庫棟、文化財整理棟、その他

附属建物、その他発注者が指定する施設 

 

 ４．履行期間 

契約締結の日から平成 30 年 8 月 15 日までとするが、できる限り早期の完成を目

指している。協議事項の進捗により履間延長することがある。 

 

 ５．業務の実施 

 （１）本業務の実施は本仕様書に基づき実施すること。 

 （２）受注者は、業務の実施に当たっては、関係法令及び条例を遵守すること。 

 （３）受注者は、業務の実施に当たっては、発注者と協議を行い、その意図や目的を十

分に理解した上で適切な人員配置のもとで進めること。 

 （４）受注者は、業務の進捗に関して発注者に対して定期的に報告を行うこと。 

 （５）受注者は、自らの組織の中から、管理技術者を選任し、発注者に通知すること。 

 （６）受注者は、本業務委託の一部を再委託する場合は、予め発注者に委任（下請負）

承諾願を提出し、発注者の承認を得ること。 

 （７）発注者では、職員で組織する庁舎等建設検討委員会（庁舎等建設作業部会、公共

施設複合化等検討プロジェクトチームを含む。）を組織する。受注者は、業務実施に



当たっては、これらの委員会等の意見を踏まえ、調査・検討を進め基本計画の原案

をまとめること。 

（８）また、本計画は、議会・各種団体代表等で組織する庁舎建設委員会に諮問するた

め、受注者及び発注者で協議を行った部分については、協議した期日までに原案を

まとめること。 

（９）受注者は、発注者が別に発注する執務環境等調査業務での調査・検討過程等を踏

まえ、新庁舎の規模及びフロアー構成等の検討を行うことがあること。 

（10）業務の実施に関し疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行い、指示を

仰ぐこと。 

 

 ６．業務計画書の提出 

 （１）受注者は、契約締結後 7 日以内に業務計画書を作成の上、発注者に提出し、承認

を得ること。 

 （２）業務計画書には、次の事項を記載すること。なお、記載内容に変更が生じた場合

には、速やかに発注者に文書で提出し、承認を得ること。 

   ①検討する業務内容  

②業務を実施する上での方針  

③業務の詳細な工程  

④業務実施体制  

⑤管理（照査・担当）技術者一覧表、経歴書及び業務分担表 

   ⑥協力者がある場合は、協力者の概要及び担当技術者一覧表 

   ⑦業務フローチャート  

⑧発注者との打合せ計画  

⑨連絡体制 

⑩その他発注者が必要とする事項 

 

 ７．打合せ及び議事録 

業務を適正かつ円滑に実施するため、受注者と発注者は打合せを行い、業務方針

の確認、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、受注者がその都度記

録し、発注者の確認を得ること。 

 

 ８．引渡前における成果品の使用等 

    委託期間途中においても、発注者は受託者の承諾を得ることで、成果品の全部又

は一部を使用することができるものとする。 

 

 



 ９．検査 

    業務が完了した時は、発注者に完了届で通知するとともに、成果品を提出し、発

注者の検査を受けること。 

 

10．資料の貸与等 

   受注者が業務を進めるに当たり必要となる発注者が所有する各種報告書・計画書

等の資料は、原則貸与すること。 

受注者は、資料が必要なくなった時は速やかに発注者に返却すること。また、複

製が必要なときは発注者の許可を得なければならない。 

 

 11．使用言語等 

    本業務に使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は計量法に定めるものとす

る。 

 

Ⅱ 業務内容 

以下の事項について、先進事例の積極的な情報収集・提供を行い、発注者と十分な

打ち合わせを行いながら、整理・検討を行い、基本計画を策定すること。 

なお、本業務とは別途に「執務環境等調査業務」を委託して実施することとしてい

るため、その調査・検討過程等を踏まえ、新庁舎の必要面積の算定及びフロアー構成

等の配置計画等を整理、検討を行うことがあること。 

 

１．新庁舎建設基本計画策定業務 

（１）現庁舎の現状と課題 

現庁舎（本庁舎及び西庁舎(旧中央公民館)）及び車庫、書類庫兼倉庫、その他の

附属建物について、現況図面、増改築履歴、現地調査等に基づいて整理すること。 

また、住民、職員の利便性から見た現状と課題、庁舎の老朽化に関する現状と

課題、耐震性に関する課題等を整理すること。 

なお、本庁舎・西庁舎(旧中央公民館)については、平成 22 年 7 月に耐震診断（2

次診断）を実施済である。 

（２）新庁舎建替えの必要性 

整理した現状や課題等を踏まえ、機能面、将来の維持管理コスト等から庁舎建

替えの必要性を整理すること。 

（３）関連計画との整合性 

上位計画・関連計画等から新庁舎建設にあたっての整合性及び与条件を整理す

ること。 

 



 （４）新庁舎建設の基本理念、基本方針 

上記を踏まえ、新庁舎建設の基本理念と基本方針、及び、必要機能や導入が望

まれる付加機能の考え方について検討すること。 

 （５）庁舎の必要機能及び整備方針について 

① 議会機能 

② 窓口・町民サービス機能 

③ 事務・執務機能（書庫、倉庫、会議室、選挙投開票所等含む。） 

④ 福利厚生・利便機能 

⑤ 町民交流・利用機能 

⑥ 防犯セキュリティ機能 

⑦ 防災拠点機能 

⑧ 付加機能（多目的ホール・総合型スポーツクラブ拠点機能（ｽﾎﾟｰﾂｼﾞﾑ）等） 

⑨ ユニバーサルデザイン 

⑩ 環境負荷低減 

⑪ 駐車場・駐輪場機能 

⑫景観・周辺環境への調和 

⑬その他受注者の経験から必要と思われる機能 

上記①～⑬ごとに、現状課題、先進事例等を踏まえた整備方針を検討整理すること。 

（６）規模の想定 

新庁舎の必要規模については、集約対象となる機能等を整理した上で、算定を

行うものとする。なお、将来の職員数見込、部署ごとの特性、要望事項等を考慮

した上で、類似団体の事例等を参考にするなど、複数パターンで検討し、必要規

模を算定し、配置計画をすること。 

本業務とは別に委託する「執務環境等調査業務」と調整等を行うことがあるこ

と。 

 （７）庁舎の建設地 

建設地の選定にあたっては、広川町庁舎等検討委員会報告書（平成 26 年 11 月）

及び住民アンケート結果（平成 27 年 8 月実施済）を整理し、現在地を建設候補地

として課題を整理する。 

 （８）施設配置計画・モデルプランの作成 

建築基準法・都市計画法などの規制を遵守し、騒音などの環境面等の検討を踏

まえ、個々の建物・駐車場等の配置等を検討し、モデルプランを複数案作成する

こと。 

また、構造の検証、構造の目標水準、ＯＡ・ＩＣＴ、電源、セキュリティ、換

気、空調、環境緑化、その他の設備等について、個別の整備方針等を計画するこ

と。 



特に、窓口及び事務・執務空間については、現状分析を行い、住民の利便性を

考慮し、各機能の特性に応じた効率的なレイアウト計画を作成すること。 

駐車場・駐輪場については、来庁者、職員及び公用車の駐車スペースと必要台

数の検討を行うこと。 

 （９）概算事業費 

概算事業費は、本体工事、附帯・外構工事、解体工事等、全体事業費の算出を

行うこと。なお、付加機能（多目的ホール機能及び総合型スポーツクラブ拠点機

能（スポーツジム）等）部分については、財源的な事情による実現可能性を検証

するため、庁舎機能とは別に、規模・概算事業費を算出すること。 

建築後のライフサイクルコストについても算出すること。 

事業費に係る財源については、原則として、発注者で計算するが、この事業に

対する国庫補助金等の有益な情報がある場合は、それを提供すること。 

また、近年の建築物価上昇による一般的な事業費変動の検証を行うこと。 

 （10）事業手法及び事業スケジュールの検討 

最適な事業手法を整理するため、民間資金等を活用した事業手法を検討するこ

と。この検討にあたっては、ＶＦＭの簡易算定を行うこととし、市場動向を含め

た民間活用事業における課題・可能性を検討すること。 

また、従来方式（設計・施工分離発注方式）、ＤＢ方式（設計・施工一括発注方

式）その他の方式による最適な事業手法の課題整理を行うこと。 

平成 32 年度末を期限とする地方債（市町村役場機能緊急保全事業）の活用を考

えているため、これに対する各事業手法の問題点の整理を行うこと。 

最適な事業手法の事業スケジュールを立案し、課題等の整理を行うこと。 

また、検討を行ったその他の事業手法における簡易的なスケジュールも作成す

ること。 

 

２．会議等への運営支援業務 

（１）会議等への運営・支援業務 

新庁舎建設に係る推進体制は庁舎建設委員会（外部委員会）、庁舎建設等検討会

議（庁内委員会）及びその下部 2 組織で行うこと。 

庁舎建設委員会に本基本計画の諮問を行う予定であり、基本計画の検討に必要

な資料作成を行うこと。 

庁舎建設委員会は 7 回程度を予定し（1 回目は町のみで運営）、会議への出席、

提出議案・資料作成、議事録作成等の運営支援を行うこと。 

庁内の委員会等の運営等は発注者で行うが、基本計画において協議が必要とな

る事項については、必要に応じ、議案提案や資料の提供等を行うこと。 

（２）住民説明会及びパブリックコメントの実施支援等 



基本計画案を作成後、住民向けの説明会を予定しているため、住民説明会用の

基本計画説明資料の作成を行うこと。 

住民説明会（４箇所予定）、パブリックコメントにおける住民意見の整理、分析、

修正案の支援を行うこと。 

 

３．成果品の納入 

本業務に係る成果品は以下のとおりとする。なお、本成果品の著作権は広川町

が保有するものとする。 

①新庁舎建設基本計画書（Ａ4 版簡易製本）  50 部程度 

②新庁舎建設基本計画書概要版（Ａ4 版又はＡ3 版） 200 部程度 

③新庁舎建設基本計画案住民説明会資料（Ａ4 版又はＡ3 版） 400 部程度 

④外観パース・内観パース（着色有、Ａ2 版） 各 1 枚 

⑤基本計画書策定業務に係る資料等 一式 

⑥上記に係る電子データ 一式 

 

４．その他 

①本計画策定に関し、関係官公署との協議、各種法的手続きなど必要となる事項

を整理すること。 

②本計画が地方債制度における公共施設等適正化推進事業（市町村役場機能緊急

保全事業）の適用を考えているため、その要件である「個別施設計画」となりう

るものであること。 

③上記業務内容に付随して、受注者の経験から本業務にあって必要と思われる事

項についての支援を行うこと。 

 

Ⅲ .その他 

１．今後、新庁舎に関する設計業務等の委託が必要となった場合、本業務の受託者に対

して、本業務を受注したことを理由として今後の入札指名等を妨げるものではない。 

２．本仕様書に定めのない事項並びに仕様書に疑義が生じた場合は、別途協議するもの

とする。 


